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１ 背景と必要性

外部環境

（総務省）

・財政健全化法の全面施行により、第三セクター等に対する損失補償などが存在す
る場合はその見込額を将来負担比率に算入するという基準が定められたことで、第
三セクター等の経営状況を検討しておく必要があったこと。

・平成２１年度から公表が求められている連結財務諸表において、第三セクター等を
連結対象団体として扱う場合が出てきたことで、第三セクター等の経営状況を検討
しておく必要があったこと。

内部環境

（市の財政等）

・市の財政が厳しさを増す中、第三セクター３社の経営悪化が新たな財政負担に繋
がる可能性も十分に考えられる。くま川下り株式会社が指定管理を行う国民宿舎の
建物をはじめ、くま川鉄道株式会社の鉄道施設の老朽化問題等がその一例である。
それら財政負担リスクへの備えを市と第三セクターの役割分担のもと、問題を先送
りすることなく検討しておく必要があったこと。
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２ 総務省指針（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ）による検討‐全体図１

完全民営化・民間売却

完全民営化・民間売却

精算

経営努力を行いつつ、第
三セクター等で引き続き

実施

完全民営化・民間売却

OR

事業手法の選択

上下分離

債務調整を実施した上で、第三セクター等で引き続き積
極的な経営改革を実施

経営体制の変更等を行った上で、第三セクター等で引き
続き積極的な経営改革を実施

地方公共団体（直営）

OR

OR

OR

OR

事業そのものの意義
（行政目的との一致度）

採算性

採算性

事業性

運営 民間

資産 地方公共団体

有 無 抜本的処理策
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川下り事業、宿泊事業
そのものの意義

（行政目的との一致度）

総務省指針
（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ）

川下
り

有

根 拠

・観光事業は人吉市の基幹産業であり、市におい
ても観光振興は重要施策である。その中でも、川
下りは人吉市観光振興の主力商品の一つであり、
H19年度で人吉市観光者数の約6%が川下りに乗
船している。また、川下りは他の観光地にはない
観光資源であり、この役割は今後も必要である。

採算性
有

ただし、将来
的な懸念有

・H20年度は人件費削減により黒字化している。また、中長期的な財務の安全性（自己資本比率）も一定水準
が確保されている。

・乗船客の季節的変動等により、運転資金を確保するための短期借入金が増加しているが、当面の資金繰り
の懸念は小さい。しかし、コスト削減による経営改善は限界にきており、売上についても年々逓減していること
から、今後、売上維持・増加を図らないと採算性に懸念の生じる可能性がある。また、安定的なキャッシュフロー
を見込める国民宿舎の今後の在り方次第では、くま川下り㈱の経営に影響を与える可能性がある。

完全民営化・
民間売却

不適
当

経営努力を
行いつつ、
第三セク
ター等で引
き続き実施

委員
会で
の検
討課
題

・くま川下り㈱売上維持・増加による採算性確保の
ためには経営改善の余地があり、くま川下り㈱自
身が積極的に取り組むことが必須である。ただし、
観光ビジネスは、単独の企業だけで出来ることに
限界があり、また市の観光振興においても連携強
化が必要といえる。

・投資は一つの有効な手段であるが、投資効果を
検討できるほど十分なデータ収集・分析が行われ
ていない（くま川下り㈱の重要な経営課題）。よっ
て、まずはこの課題に取り組むことが肝要である。

OR

２－１ 総務省指針（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ）による検討‐くま川下り㈱
国民
宿舎

有

事業
性・事
業手法
の選択

・国民宿舎については、S39年に開館、50年近くの歴
史を持つ。

・市内宿泊者のうち国民宿舎の宿泊者シェアは4～5％
台で推移しているが、H19年度と30年前と比較して利
用形態が逆転しており（宿泊：休憩は7：3⇒3：7へ）、民
間との競合からも国民宿舎事業の意義については疑
問を抱かざるを得ず、施設老朽化等が与える観光事
業への悪影響が懸念される。

・市（設置者）は、国民宿泊事業に対して抜本的議論を
早急に行う必要があり、H23年の指定管理期限を目前
に控え、明確に立ち位置を示す必要がある。

・投資は一つの有効な手段であるが、投資効果を検討
できるほど十分なデータ収集・分析が行われていない。

・川下り事業と宿泊事業の相乗効果は発揮されている
とは言いがたく、当委員会が経営部門に特化して宿泊
事業を検証するとすれば、民間との連携をより深めた
形で補完的な役割としての存続が考えられる。

・くま川下り㈱が宿泊事業を抱えるが故に、川下りと他
の旅館業等との積極的な連携を阻害している。

・上記のとおり、くま川下りは市の観光振興の施策
を推進するうえで重要な役割を担うため、今後より
連携強化が必要である。市

で
の
抜
本
的
議
論
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鉄道事業
そのものの意義

（行政目的との一致度）

総務省指針
（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ）

くま川鉄道

有

根 拠

・公共交通は、市のみならず地域全体の交通弱者を守る基本インフラであり、特に、約６４％の圏域高校生がくま
川鉄道を利用しており、そのニーズが高いといえる。

・くま川鉄道の鉄道業は１９２４年開業の旧国鉄湯前線からの歴史を持つ路線であり、赤字路線を引き継ぐ形で開
業した経緯があるものの、現在も全利用者のうち圏域高校生の通学利用が８０％近くを占め、移動制約があるな
かでも通学という移動需要に対し重要な手段を担っている。

・観光分野については、九州新幹線全線開通を目前に控え、KUMA１・KUMA２の運行がもたらす人吉球磨一体と
なった観光ルート作りへの取組みがあるが、沿線から圏域観光資源に繋がる公共交通との連結については課題
も多く、企業だけでの努力には限界がある。

採算性 無

・H20年度において19年連続の経常赤字となっているが、設立当時の背景もあり、赤字分を補填する仕組みとして
各種団体の拠出による人吉球磨地域交通体系整備基金がこれまで補填してきた総額はH20年度末で約345,000
千円に上る。

・ピーク時（H2）の約6割にまで落ち込んだ（延82万人）利用者の減による運賃収入の減少と、老朽化した車両及び
鉄道施設（線路・鉄橋等）の維持費に年々多額の経費を要してきており、現行事業体制での独立採算に向けた再
建はほぼ不可能であるといえる。

・2018年までに老朽車両や施設への更新費用を合わせた多額の経費が必要という試算が「人吉・球磨地域公共
交通活性化協議会」においても示されおり、早急に財政的な支援を含めた仕組みを構築する必要がある。

・利用者減が続く中でも、開業以来、運行本数（14本）が維持されており、収益率の低下が基金からの赤字補てん
に繋がる構図が見て取れ、赤字補てんの仕組みがくま川鉄道㈱の積極的な経営改善の障害になっている可能性
がある。

経営体制の変更等を行っ
た上で、第三セクター等
で引き続き積極的な経営

改革を実施

委員会
での検
討課題

・公共交通を保持するという側面と現行事業の存続という側面のミスマッチは年々拡大している。（赤字補填を支え
る仕組みが破綻寸前である。）

・くま川鉄道については人吉・球磨地域全体の問題として、現在、「人吉・球磨地域公共交通活性化協議会」（法定
協議会）が組織され、鉄道を存続させることを原則として新たな公共交通の枠組みが検討されているところである。
しかし、近隣自治体の財政状況も厳しさを増す中、くま川鉄道の経営状況等をより透明化していく取組みは必要で
あり、これまで決定的に不足していた分野であると言える。また、鉄道のみで議論するのではなく、圏域への経済
波及効果など地域産業との関連を広く分析することも重要である。

・新たな枠組み形成までには時間を要する可能性が高いが、それまでの経営保持は必須であり、企業の積極的な
経営改善と連携強化が必要である。

・地域の公共交通を残すという観点からも、開業当初に立ち返り、地域で支えていく住民での取り組みやマイレー
ル意識の向上につなげる取り組みが必要である。

２－２ 総務省指針（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ）による検討‐くま川鉄道㈱
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焼酎粕リサイクル
事業そのものの意義
（行政目的との一致度）

総務省指針
（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ）

球磨焼酎
ﾘｻｲｸﾘｰﾝ

有

根 拠

・球磨焼酎は、約５００年続く人吉球磨地域の基幹産業であり、世界貿易機構の産地指定を受け地名を冠する数
少ないブランドである。

・酒造元２７社の製造過程から発生する焼酎廃液（年間約２６，０００t）については、H１９年法改正により処理方法
が大幅に変更され陸上処分となっており、零細蔵元も存在する当地域においては、官民一体となった産業を支え
ていく仕組みが必要である。

・環境問題やリサイクル問題は地球規模の問題であり、品質管理が徹底されていることにより施設見学も年間70
団体程度あり、環境教育への貢献が認められる。

採算性 無

・安定稼動に時間を要したこと、稼動間もない時期での補修工事の増大したこと、受け入れ処理料金設定や原油
価格の高騰等が原因し、H20年度も経常赤字となっており債務超過の状態である。
・人件費比率は低く、オートメーション化されているため、近年の原油価格の高騰が経営に与える影響は大きいと
いえるが、近年、収益性の改善は見られるため、今後も安定的な焼酎粕の受け入れ体制の構築と販路の確保を
図ることが必要である。また、出資企業の努力により資金繰りは回っており、市に資金負担が生じる可能性は現在
のところ少ないといえる。

・焼酎生産量が処理量を左右し、飼料転化した際の品質を第一に考えた経営方針のもと、米・麦焼酎粕以外は受
け入れを行っていないため、施設の処理能力をフルに生かしきれていない状態である。

経営体制の変更等を行っ
た上で、第三セクター等
で引き続き積極的な経営

改革を実施

委員会
での検
討課題

・製造工程の変更にともない商品サイクルが短くなっており、販路確保は安定経営に結びつくと考えられ、官民の
連携強化が必要といえるが、中長期的な視点に立ち、今後の設備投資に備えた計画的な検討も必要である。

・今後も、排出蔵元の相応の負担を維持し、累積赤字をこれ以上増加させない水準の料金設定を原則とすること
が重要である。

・近隣自治体の財政状況も厳しくなる中において、人吉市のみの問題ではないことから、球磨焼酎ﾘｻｲｸﾘｰﾝ㈱の
現状をより透明化していく取組みが必要であり、施設・運営の在り方を継続的に検討していくことが重要である。

２－３ 総務省指針（ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ）による検討‐球磨焼酎ﾘｻｲｸﾘｰﾝ㈱
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単独 共通

・川下りは電話での予約が基本となっており、イ
ンターネットを介した予約が不可能となっている。
・欠航情報をぎりぎりまで連絡しないため、顧客
からのクレーム発生要因となっている。

・代理店の商品に入っていない。
・お土産物が販売されているがありきたりのも
ので魅力がない。

・清流コースが単調なため、退屈に感じられる。
・宿泊事業を抱えるが故に他業種との連携に
消極的である。
・船頭の輪番制と給与体系がフレキシブルな運
行体制への阻害要因となっている。
・マイカーの場合、発船場から回送のために運
転代行を頼む必要があるが料金が高い。
・発船場に駐車場があるがスペースが少ない。

３－１ 具体的課題と改善策‐くま川下り㈱

・ターゲットが明確になっておらず、そのための
基礎材料が欠けている。
・ターゲットを明確にし、集中的に経営資源が
投入できていないため主要顧客の認知度が低
い。

・電車で来た場合は駅から発船場までの交通
手段が限られている。

・発船場の建物が老朽化している。
・古い低価格帯ホテル（国民宿舎）や中価格帯
ホテルが中心であり、日帰り温泉や超高級旅
館等が不足している。

行政

・くま川下りのみで魅力を伝えるには限界があ
る。

・施設までの案内が少なく、わかりにくい。

・川下りと旅館業者を結びつける場の設定。

経
営
課
題

経
営
改
善
策

即

中・
長期

・自社HPを中心としたコンテンツの充実。
・HP上での予約・決済機能追加。

・ターゲットに合わせたトーン＆マナーの徹底。
・適切なタイミングでの欠航情報の提供。

・代理店への営業強化。
・利用者への定期的なアンケート調査実施と顧
客分析。

・マーケティング担当者の設置。

・船頭給与体系の再構築。
・駐車場の整備。

・川下りの付加価値向上。（サービス・ガイド等）

・雑誌や新聞等への露出強化。

・地場産農産物等の販売。

・市内旅館等との連携強化。

・川下りの距離の短縮。
・発着船場（または、くまがわ荘を起点とした）
循環バスの運行。

・発船場の変更や建物の建て替え。

・他の観光資源における利用者の定期的アン
ケート・分析。
・アンケート及び分析に基づく観光キャンペーン
実施。

・経営のアドバイスをできる者を位置付ける。
・観光を強力に推進するため、官民の枠を超え
た連携や活動を行う人材の育成。

・ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾊﾟｯｹｰｼﾞの導入(川下りと旅館業者
等）。

・施設までのわかりやすい案内板の設置。
・河川景観改善。

・市での抜本的議論を基に、民営化を含めた、
くまがわ荘の建て替え、日帰り温泉化。

即・・・３年以内を想定 中・長期⇒５年以上を想定



人吉市行財政経営検討委員会 9

単独 共通

・提供するサービスが沿線の潜在的利用者の
ニーズに沿ったものか分析がされていない。

・利用者減の中、開業以来運行本数が維持さ
れている。

・SL開通に伴う波及効果を、観光列車につなぎ
きれていない。

３－２ 具体的課題と改善策‐くま川鉄道㈱

・交通事業者同士の連携が図られていない。

・くま川鉄道のＰＲ手法の視点を変える。

・最大利用者である高校生の乗車マナー。
・マイレールの意識高揚。

・車両等設備が老朽化している。

行政

・基金で赤字補てんを行うという仕組みが企業
体質を硬直化させている。経

営
課
題

経
営
改
善
策

即

中・
長期

・要員体制の見直しによる組織活性化。

・ダイヤ改正。アクセス機能の強化。

・イベント列車の運行。

・中長期更新計画等（輸送安全性確保のため
の鉄道施設維持管理計画や老朽化している鉄
道車両の更新計画）の策定。

・経営状況の公開、鉄道沿線でのイベント紹介、
地域統一の標語を募集するといった情報発信
の充実。
・人吉球磨地域公共交通活性化協議会との連
携。
・鉄道と川下りによる観光ルート作りなど、観光
誘客施策の展開。
・高校生を交えた意見交換やボランティアの実
施。
・既存ボランティア組織（「がまんちょ会」）や地
元の老人会等が連携した駅やバス停の清掃。
・植栽活動の推進や公共交通を「乗って残そう」
意識の醸成に繋がるボランティア活動。
・圏域住民に限らずふるさと納税者を始めとす
る郷土出身者に対しての利用促進に繋がるPR
活動。

・経営効率を促す新たな赤字補てんのための
仕組み作り。

即・・・３年以内を想定 中・長期⇒５年以上を想定
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単独 共通

・原油価格の変動が経営に与える影響が強い。

・原料や製品の品質管理・鮮度管理が難しく、
かつ寿命が短いため、再処理（廃棄）となるリス
クが高い。

・米・麦からの粕のみを受け入れとしているた
め設備のパフォーマンスを最大限に生かしきれ
ていない。

３－３ 具体的課題と改善策‐球磨焼酎ﾘｻｲｸﾘｰﾝ㈱

・上下水道料金の負担が多い。

・設備更新

行政

・環境と教育を結びつける具体的な情報収集と
取り組みの検討。

経
営
課
題

経
営
改
善
策

即

中・
長期

・原油価格に影響されない受け入れ料金の構
築。

・新たな製品販売先の開拓。
・米・麦以外の受入拡充。
・新たな商品開発。

・安定的な販路の確保と官民一体となった仕組
み作り。

・設備更新への問題を先送りせず、新たな投資
計画を早急に策定する。

・自社排水処理施設の建設。

・環境教育施設として、地域学習の場や修学旅
行等への提案と情報発信を行う。

即・・・３年以内を想定 中・長期⇒５年以上を想定
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くま川下り くま川鉄道 球磨焼酎ﾘｻｲｸﾘｰﾝ

出資以外の関わり

責任の所在

調査・分析

協 議

４ 市が抱える課題

国民宿舎の指定管理者
河川管理業務の受託

赤字補てんのための基金 土地の有償貸付

観光、公共交通、環境といった住民生活に密接に繋がりのある分野であるにも関わらず、最大出
資者である立場を最大限に生かした取組みを行っているとはいいがたく、責任の所在が欠如して

いたことが、三社ともに市が赤字体質を容認することに繋がっているのではないか。

市場をシビアに反映する観光
分野であるにも関わらず、根
拠となる継続的な調査等がさ
れていなかったのではないか。

圏域の利用者は限定的であ
るにも関わらず、需要予測に
基づく中長期的な分析等がさ
れていなかったのではないか。

環境教育への貢献が認めら
れるにも関わらず、行政の横
断的な連携による施設の有
効活用等への議論がされて
いなかったのではないか。

担当窓口とのつながりは以前からあるものの、各社は公金が投入された企業であるという認識の
上で、今後、更なる組織的な協議や支援が必要ではないか。
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共有と
改善計画

評 価

情報公開

経営改善
と支援

・三セクHP及び市HPによる
財務情報や評価情報を公表
する。

・三セク、市、外部の三者に
よる定期的な評価検証を実
施する。

・三セクと市が情報を共有し、
協議して経営改善計画を策
定する。

・改善計画に基づく、積極的
な経営改善と必要な支援に
取組む。

５－１ 経営評価制度‐概念

市と三セク
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５－２ 経営評価制度‐流れ

情報公開様式

経営評価表を広報や
HP上で公表

決算書類等をHP上で
公表

市

第三セクター

評価制度の流れ

各社決算 ２月～３月

各社へ評価表作成依頼

４月～７月

評価表提出・根拠資料提出 ９月

市との協議・評価 １０月～１１月

公表 １２月

改善への取り組み・支援

経営改善計画の策定

８月

三セク

市・三セク

三セク

市・第三者・三セク

市・三セク

担当課

全体
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　人吉市行財政経営検討委員会の開催経過

回 開 催 期 日 検　討　・　審議事項

第１回 平成２１年１２月２５日（金）
・第三セクター３社の概況について
　（くま川下り㈱、くま川鉄道㈱、球磨焼酎リサイクリーン㈱）

第２回 平成２２年　１月１５日（金）
・第三セクター３社の経営状況（現状認識と課題の把握）
・事業の意義と将来性について

第３回 平成２２年　１月２５日（月） ・第三セクター３社の現場視察及びヒアリング

第４回 平成２２年　２月　８日（月）
・「事業の意義」と「採算性」について
・経営課題と改善策等（３社ヒアリングと意見のとりまとめ）

第５回 平成２２年　２月２３日（火） ・第三セクターへの提言書（案）の検討

第６回 平成２２年　３月　３日（水）
・提言書＜検討資料＞（案）について
・第三セクター３社の経営健全化に関する提言書（案）について

第７回 平成２２年　３月３０日（火）
・提言書の提出
・第三セクター３社との意見交換

　平成２１年度　人吉市行財政経営検討委員会委員名簿
（敬称略、順不同）

会 長 　　小　泉　 和　重

委 員 　　栗　谷　 利　夫

委 員 　　髙　山　 直　子

委 員 　　有 地　永 遠 子

委 員 　　小 笠 原  賢 治 以上５名


